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概要：

1 . �ポスト2015開発課題の取り組みにおいて、「水と教育のネクサス（water-education nexus）」を取り入れ
ることは、教育における不平等、災害復興、地方活性化等、持続可能な開発における様々な課題に対処するため
の機会を創出することである。

2 . �水関連の持続可能性の課題に対応するにあたり、世界中の人々は「水リテラシー（water literacy）」を身に付
ける必要がある。これは、より安全な水の確保や災害リスク削減（Disaster Risk Reduction: DRR）への貢
献を目的とした、水資源の利用及び管理に関わる多面的な知識を意味する。なお、水リテラシーは、基本的な識
字能力及び一定水準の教育を積むことによって身につけられるものである。

3 . �水関連の持続可能性の課題に効果的に対応するうえで、人々が必要となる知識や能力を獲得する機会を創出する
ためには、政府代表者やその他のステークホルダーが水に関する諸問題を正確に理解し、具体的な措置を実施す
るための制度を整備することが不可欠となる。

水と教育のネクサス
ポスト2015開発アジェンダに関する政策論議において、教
育は主要なターゲット領域と見なされている（United 
Nations, 2013a; OWG, 2014; SDSN, 2014）。教育は、
広範な課題領域であり、分野横断的かつ多くの課題に影響を
与える。ミレニアム開発目標（MDGs）における教育分野の
進展からも、ポスト2015の開発課題としては、質の高い教
育の機会均等に関する規定を盛り込むべきであることは明ら

かである。適切な知識、スキル、能力を備えることで、国民
がテーマ別の持続可能性の課題に適切に対処できるようにな
るというのは明白な事実だ。2012年に開催された「国連持
続可能な開発会議（リオ+20）」の成果文書では、持続可能
な開発目標（SDGs）を「限られた数（limited in number）」
にすることが規定されているが、これは「決定的な結節点

（critical nodes）」を特定するうえで重要なことであり
（Young et al., 2014）、水と教育はその有望な候補分野と
なり得る。



すべての人が水リテラシーを身につけることは、多種多様な
持続可能な開発課題を克服する上で必要不可欠となる。水と
教育のネクサス（世界中の人々の水リテラシーの向上）は
SDGsに明確に盛り込まれるべきである。本ポリシーブリー
フは、環境、経済、社会の側面を網羅する幅広い観点から作
成されている。これは、多様なレベルにある主体のニーズに
合わせて調節可能なターゲット群を開発していくためである。
多様なターゲットの進捗状況をモニタリング及び評価するた
めの具体例としての指標も提示している。これらのターゲッ
ト及び指標はもちろん、現地の状況に合わせて調整する必要
がある。なお、本ポリシーブリーフで提案する指標は定量的
なものと定性的なものを含む。

教育関連のMDGsに向けた進捗状況（目標2及び3）
就学していない初等教育就学年齢の児童の総数は、
2001年から2011年にかけて1億20万人から5700
万人へとほぼ半減した（United Nations, 2013b）。
多くの地域で初等教育におけるジェンダー平等が実現
しているものの、130カ国のうち、2011年までに教
育のすべての段階で男女平等の目標を達成したのはわ
ずか2カ国のみであった。このデータを鑑み、今後の
進展に向けた双方向型の水と教育のネクサスを検討し
ていくべきである。教育は水リテラシーを改善し、水
は教育の状況と機会に影響を及ぼす。たとえば、水の
利用状況を改善することで女子の通学率を向上するこ
とができる。ガーナでは集水作業を15分削減すること
で、女子の通学率が8～12パーセント改善したという
調査結果もある（Nauges and Strand, 2011）。つ
まり、水関連の持続可能性の問題に対応する取り組み
において、女子・女性の教育を推進することの重要性
は無視できないし、するべきではないのである。

水の安全な利用
安全な水の適切な利用が、下痢や「非衛生的な水」を介した
伝染症の発生を抑えるうえで重要な要因となることは広く理
解されている（例：UNICEF, 2013）。さらに安全な水は、
重金属／薬品汚染水の影響を軽減するうえでも重要である。
たとえば、バングラデシュでは、3500～7700万人が主に
掘り抜き井戸からの飲水によりヒ素中毒の危険性に晒されて
いる（Smith et al., 2000）。

安全な水の利用に対する適切な知識を得るためには、基礎レベ
ルの教育が必要となる。Nagataらの研究（2011）では、読
み書きができるか否かで人々の水の取扱方法に明確に違いが見
受けられることが指摘されている。また、世界保健機関（World 
Health Organization: WHO）と国際連合児童基金（The 
United Nations Children’s Fund: UNICEF）による水供

給及び衛生に関する共同モニタリング・プログラム（Joint 
Monitoring Program for Water Supply  and Sanitation: 
JMP）は、ネパールにおける教育レベルと野外排泄率の関係で
は、教育レベルの向上が野外での排泄率を低減させることを明
らかにしている（WHO and UNICEF, 2014）。

地方では人々がこうした知識を得る機会はほとんど存在せず、
就学率及び識字率は極めて低い数値となっている。世帯貧困、
就学率、所得の世界最下位10％人口の教育に関するジニ係
数は、どれも教育機会の不平等な現状を理解するうえでの有
益な指標となっている（例：Castello and Domenech, 
2002）。2011年までに収集されたデータから、安全な水
を入手できない人々の83％が遠隔地に居住していることが
判明している（WHO and UNICEF, 2013）。さらに、安
全な水へのアクセスがある人々でさえも、水源が枯渇する可
能性のある井戸水を利用しているケースが多い。

水と教育のネクサスにおいては、安全な水源に関する教育が
必要となる。研究では、井戸水の利用方法、飲水の前処理、
廃水の処理等に関する知識を含む水リテラシーを普及するこ
とは、水を安全に利用する人口の増加と「非衛生的な水」に
起因する疾患の抑制の双方に貢献するとしている。

安全な水の利用に関する目標、ターゲット、および指標群は、
水の安全な利用に焦点を当てつつも、居住地域や世帯貧困を
考慮して設計するべきであることに留意する必要がある。

グローバルターゲット：識字率をxx%増に改善することで、
安全な水の利用者数をxx％増やす。

ターゲット群：
A  2030年までに、3年以上の教育を受けた人々が実

践を伴う水に関する研修を受ける。
B  2030年までに、すべての人々が「非衛生水」及び

伝染病防止に関する教育プログラムに参加する。
C �2030年までに、すべての母親が水衛生に関する教

育を受ける。

指標：
　a. 3年以上就学人口数
　b. 女性が正式な教育を受けた年数
　c. 教育に関するジニ係数
　d.  「非衛生水」に起因する伝染病の種類、発症例、

死亡率（例：下痢を原因とする死亡率）
　e.  安全な水源を長期的かつ安定して利用できる人口

率（地域レベル）
　f. 安全な衛生施設を利用できる人口率（地域レベル）



水利用に関連するMDGターゲットの達成
1990年～2010年の間で、安全な飲用水を利用でき
る人口は約20億人から世界人口の約89％に相当する
61億人までに拡大している（WHO and UNICEF,  
2012）。その一方で、地域格差及び経済的不平等は拡
大している。これに関連し、ラテンアメリカ・カリブ
海地域、北アフリカ、アジアで、安全な飲用水を利用
できる人口は総人口の約90％だが、サハラ以南アフリ
カではわずか61％となっており、アフリカの人口の約
7億8000万人が安全な飲用水を利用できない状態に
ある（WHO and UNICEF, 2012）。

水関連の災害
自然災害への対応及び復興の側面からも、水リテラシーの重
要性は明らかである。水災害が発生した後に水質が悪化する
危険性についての知識がなかったため、伝染病やその他の健
康への悪影響を招いているという事例が報告されている（汚
染された水道水を加熱せずに飲む等）（Mosley et al., 
2004）。防災教育がもたらした顕著な成果の一例として、
日本の沿岸都市である岩手県釜石市の事例がある。同市では、
2011年の東日本大震災にて発生した津波と洪水から
99.8% の中学校生徒が生存することができた（Sato, 
2012）。これは、災害発生前から、地元の学校や地域社会
が主導する災害リスク削減（DRR）のための防災教育が定期
的におこなわれていたことによる。この事例からも、水災害
に伴う被害（直接的な死者数や伝染病の犠牲者等）の規模を
削減する要因のひとつが水関連のDRR教育であることを理
解できる。地球温暖化やその他の環境要因が、世界における
水災害の頻度や規模を増大させていると考えられることから
も、こうした教育はますます重要性を増している。

「兵庫行動枠組2005−2015」では、女性などの「社会的
弱者」と見なされる人々に適切なトレーニングや教育機会を
確実に提供することの重要性が指摘されている。さらに、沿
岸災害リスク管理及び地域社会の安全性やレジリエンスを強
化するためには、各ステークホルダーの水に関する知識を高
めることが重要であると多くの調査結果が指摘している（Dewi, 
2007; Marfai and King, 2008; Marfai et al., 2008; 
Ristiá et al., 2012）。

グローバルターゲット：すべての人の水リテラシーを向
上させることで、水災害の被災規模を縮小する。

ターゲット群：
A  2030年までに、初等教育段階のすべての学校で水

災害に関する防災教育を実施する。
B  2030年までに、水災害の発生後の生存率を80％

以上にする。

指標：
　a.  水関連災害に関するデータ（規模、被災人口、被

災原因）
　b. 国及び地方レベルの災害リスク評価（水関連）
　c.  水災害に対する防災訓練プログラムの実施状況に

関するデータ（定量的及び定性的データ）

水の管理・運営に関するリテラシー
個人やコミュニティレベルの水リテラシーを向上させるため
には、国や地方レベルで利水や灌漑施設の設置及び強化を進
めるとともに、人々への啓発活動が欠かせない。そこで、国
や地方自治体は水・衛生関連問題に関する十分な知識を持ち、
具体的な施策を実施する必要がある。しかし、こうした分野
にほとんど関心を示さない国や地方自治体が見受けられる。
たとえば、WHOとUNICEFがネパールで実施した調査によ
ると、ある地域の人々のうち54％が地域の開発予算は水・
衛生関連の課題に配分されるべきだと答えたのに対し、地方
自治体の関係者でその予算配分を支持するのは全体のわずか
11％であった（WHO and UNICEF,  2000）。Pokhrel 
とViraraghavan （2004）は、この調査結果における地方
自治体関係者の関心度の低さは、水問題についての知識が不
足していることに起因すると指摘している。

インドネシアで洪水被災地域で調査を行ったMarfai と 
King （2008）は、災害マネジメントの枠組みを構築するこ
とで被害の低減につながったと報告している。同氏らは、地
域コミュニティのみならず、地方自治体や中央政府の関係者
を対象とした安全や防災に関する教育が不可欠であると指摘
している。このことは、国連災害世界会議にて採択された「兵
庫行動枠組」の優先課題としても挙げられており、国際的に
広く認知されている（国連国際防災戦略事務局（UNISDR）, 
2007）。
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グローバルターゲット：すべての自治体で関係者の水リテラシー
を向上させることで、安全な水の利用の確保や持続可能な利
水・灌漑施設の設置などの実践を促進する。

ターゲット群：
A  2030年までに、すべての自治体において、行政機関

の職員たちの水リテラシーを向上させることを目的と
したトレーニング・プログラムを導入する。

B  2030年までに、農業人口の80％の人々が識字率を向
上させる。

指標：
　a. 水・衛生課題に取り組む国や地方自治体
　b. 水に関連する紛争下にある国家及び地域
　c.  水に関連する紛争が停止又は解決された国家及び地

域、紛争解決の方法とその成功例（条約、和平交渉
と調停など）

　d.  2030年までの農業人口に関する動向の推定（地域
別）

　e. 農村地域における就学率
　f. 水・衛生に関する地方/都市 格差


